
１．食育・地産地消推進計画について 

（１）食育基本法（抜粋） 

（目的） 

 この法律は、近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯にわた

って健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な課題

となっていることにかんがみ、食育に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の

責務を明らかにするとともに、食育に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康で文化

的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（国の責務） 

第９条 国は、第二条から前条までに定める食育に関する基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第10条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、食育の推進に関し、国との連携を図りつ

つ、その地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（教育関係者等及び農林水産業者等の責務） 

第11条 教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健に関する職務に従事する

者並びに教育等に関する関係機関及び関係団体は、・・・あらゆる機会とあらゆる場所

を利用して、積極的に食育を推進するよう努めるとともに、他の者の行う食育の推進に

関する活動に協力するよう努めるものとする。 

２ 農林漁業者及び農林漁業に関する団体は、・・・農林漁業に関する多様な体験の機会

を積極的に提供し、自然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性について、国民の理解

が深まるよう努めるとともに、教育関係者等と相互に連携して食育の推進に関する活動

を行うよう努めるものとする。 

（食品関連事業者等の責務） 

第12条 食品の製造、加工、流通、販売又は食事の提供を行う事業者及びその組織する団

体は・・・自主的かつ積極的に食育の推進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体

が実施する食育の推進に関する施策その他の食育の推進に関する活動に協力するよう努

めるものとする。 

（国民の責務） 

第13条 国民は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において・・・

生涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、食育の推進に寄与するよう努

めるものとする。 
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【推進体制と策定体制】 

 食育基本法に定められた各々の責務・努力事項を、それぞれが協力しながら果たしつつ、

幅広い分野において食育・地産地消推進に取組む必要がある。 

 

【推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【策定体制】 
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保育所・幼稚園 

学校等 

農林水産業者 

（生産者等） 

地域 

ボランティア 

（食生活改善推進員等） 

行政 

食品関連事業者 

（農協、漁協等） 
保健関係者 

錦江町食育・地産地消推進会議 

（計画の評価・見直し） 

事務局（産業振興課） 

役場 関係各課 

（施策の検討・推進管理） 
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